
　１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・・・・

　（２）固定資産の減価償却の方法

建物(H19.4.1以降取得)、ｿﾌﾄｳｴｱ ・・

その他建物・機械器具・備品・・・・ 定率法によっている。

　（３）引当金の計上基準

退職給付引当金・・・・・・・・・・ 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に

基づき、当期末に発生していると認められる額を計上している。

賞与引当金・・・・・・・・・・・・ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期

に帰属する額を計上している。

　（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

　２．会計方針の変更

　　　平成20年4月11日公益法人会計基準の改正に伴い、本会は平成21年度より導入している。

　３．基本資産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本資産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本資産

268,327,901 10,267,592 4,682,305 273,913,188
0 0

268,327,901 10,267,592 4,682,305 273,913,188
特定資産

560,829,762 109,705,155 33,124,332 637,410,585
1,406,683,182 331,167,805 314,997,960 1,422,853,027

594,865,670 2,693,235 0 597,558,905
8,485,611 7,616 1,769,445 6,723,782

409,925,709 55,408,802 13,401,720 451,932,791
2,980,789,934 498,982,613 363,293,457 3,116,479,090
3,249,117,835 509,250,205 367,975,762 3,390,392,278

　４．基本資産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本資産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（うち指定正味財 （うち一般正味財産 （うち負債に対応

　産からの充当額） 　からの充当額） 　する額）

基本資産
273,913,188 0 273,913,188 0

0 0 0 0
小　　　計 273,913,188 0 273,913,188 0

特定資産  
637,410,585 0 0 637,410,585

1,422,853,027 0 1,422,853,027 0
597,558,905 0 597,558,905 0

6,723,782 0 6,723,782 0
451,932,791 0 451,932,791 0

小　　　計 3,116,479,090 0 2,479,068,505 637,410,585
合　　　計 3,390,392,278 0 2,752,981,693 637,410,585

　５．担保に供している資産  

　　　短期借入金に供している資産 ・・・自由金利型定期預金　500,000,000円

　６．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高（直接法)

　　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
　 建物･構築物 808,547,310 603,323,140 205,224,170
　 機械器具・備品 202,386,903 174,140,139 28,246,764
　 車両運搬具 0 0 0

1,010,934,213 777,463,279 233,470,934

　７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権金額 貸倒引当金 当期末残高
未収金 416,609,759 0 416,609,759
前払金、仮払金 4,274,352 0 4,274,352

420,884,111 0 420,884,111

　８．保証債務 無し

　９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益 無し

１０．補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 ～省略

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額 無し

１２．関連当事者との取引の内容 無し

１３．重要な後発事象 無し

１４．その他 無し

財務諸表に対する注記 

小　　　計
合　　　計

科　　　　　目

小　　　　計

取得価格によっている。

定額法によっている。

科　　　　目

一般基本積立資産
出資積立資産　　

退職給付引当資産
調査設計積立資産
技術援助積立資産
役員功労積立資産
固定資産更新資産

当期末残高

一般基本積立資産
出 資 積 立 資 産

調査設計積立資産
技術援助積立資産
役員功労積立資産

退職給付引当資産

固定資産更新資産

科　　　　目

合　　　　計

科　　　　目

合　　　　計




